
普通建設事業費等

人件費
17億 1,958万円
（15.1％）

38.9％
51.3％

扶助費
17億 8,891万円

（15.7％）

公債費
9億 1,649万円
（8.1％）

11億 1,250万円
（9.8％）

物件費
18億 1,206万円

（15.9％）

補助費等
21億 7,904万円

（19.1％）

その他
18億 5,810万円
（16.3％）

9.8％

決算を公表します

用語解説 人件費 職員の給料、議員の報酬など

自主財源 町税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、繰越金など 扶助費 各種福祉サービスや児童手当、医療費助成などの費用

地方交付税 所得税など国税の中から一定の基準により国が交付するもの 公債費 町債（借金）の返済費用

義務的経費 人件費、扶助費など支出が義務付けられた経費 物件費 消耗品費、光熱水費、委託料、使用料など

投資的経費 道路や建物などの建設事業費、用地購入費、災害復旧費など 補助費等 各種団体への補助金や交付金、保険料など

115億9,990万円

　令和 7 年度の一般会計決算額は、歳入が 115 億 9,990 万円で前年度に比べて 2 億 1,830 万円の増（前年度対比 ＋ 1.9％）とな
りました。歳出は、113 億 8,668 万円で 2 億 5,602 万円の増（前年度対比 ＋ 2.3％）となりました。

問 所日

対 持

 財務課 財政班 ☎ 472-2416

町 税
27億 5,727万円

（23.8％）

分担金及び負担金
2,683万円

（0.2％）

使用料及び手数料
1億 3,436万円

（1.2％）

国庫支出金

自主財源

依存財源
32.3％

67.7％

県支出金
9億 654万円

（7.8％）

14億 4,912万円
（12.5％）

地方譲与税・地方交付税等
49億 8,800万円

（43.0％）

町 債
5億 1,140万円

（4.4％）

繰入金
7,337万円
（0.6％）

諸収入
4億 4,097万円

（3.8％）

その他
3億 1,204万円
（2.7％）

113億8,668 万円

令和 7年度　上市町

　歳入では、国庫支出金で１億 2,061 万円の
減、定額減税減収補てん特例交付金が皆減に
なったことにより地方特例交付金で 8,639 万
円の減となった一方、個人町民税の増などに
より町税全体で１億 2,586 万円の増、地方交
付税で 1 億 4,520 万円の増となりました。

　歳出では、民間保育所への施設整備事業費補
助金の大幅な減などにより投資的経費全体で 1
億 2,390 万円の減となった一方、防災資機材
購入費の増や自治体クラウドサービス標準化対
応業務の増などにより物件費で 1 億 2,691 万
円の増、水道事業補助金（物価高騰対応水道基
本料金減免事業分）の皆増などにより補助費で
1 億 3,753 万円の増となりました。

　町では、決算と財政健全化判断比率の状況を公表し、町財政の実態と限られた予算で
どのような事業を行ったかを報告します。

一般会計決算の概要

歳 入

歳 出



費目別決算額と主な事業（かっこ内は、歳出全体に占める割合）

総務費　14億 7,304万円（12.9％）民生費　36億 2,911万円（31.9％）衛生費　13億 3,477万円（11.7％）
全般的な管理事務、庁舎管理など 福祉サービス、医療費助成など 保健衛生、ごみ処理、環境保全など
◆主な事業
・防災対策事業費　2 億 4,796 万円
　（防災行政無線更新工事、防災資機材整備など）
・財産管理費　1 億 1,814 万円
　（庁舎維持管理費など）
・企画費　9,480 万円
　（移住交流促進事業費、地域おこし
　協力隊活動費、公共交通政策費など）
・情報管理費　2 億 2,894 万円
　（自治体クラウドサービス標準化対応事業費など）

◆主な事業
・保健福祉総合センター運営費　1 億 5,764 万円
・定額減税調整給付金事業費　6,395 万円
・障害者などへの支援費　6 億 650 万円
・老人福祉費　5 億 2,660 万円
・地域包括支援センター費　7,976 万円
・こども妊産婦医療費　5,717 万円
・児童手当支給費　2 億 8,635 万円
・物価高対応子育て応援手当支給事業費　5,167 万円
・保育所等運営費　８億 4,330 万円

◆主な事業
・予防接種事業費　5,731 万円
　（インフルエンザ・帯状疱疹予防接種など）
・妊婦乳児健康診査事業費　872 万円
・がん対策事業費　2,882 万円
・地域医療支援学講座事業費　2,765 万円
　（富山大学寄附講座）
・ごみ処理費　2 億 1,823 万円

農林水産業費　4億2,648万円（3.8％）商工費　4億 5,965万円（4.0％） 土木費　14億 5,961万円（12.8％）
農林業や水産業の振興など 商工業や観光の振興など 道路や公園の維持管理、住宅管理など
◆主な事業
・農業振興費　4,611 万円
　（特産品振興助成費、中山間地域対策費など）
・農地費　6,392 万円
　（農地整備事業費、多面的機能支払事業費など）
・林業振興費　3,004 万円
　（林道維持管理費など）
・林道整備事業費　5,127 万円
　（林道開谷中村線開設工事費など）

◆主な事業
・企業誘致推進費　1 億 5,679 万円
　（企業立地助成金など）
・商工振興費　2 億 502 万円
　（まちなか交流プラザ等運営費など）
・観光費　5,588 万円
　（観光協会運営助成、
　　遊歩道および登山道整備、
　　フォトロゲイニング大会開催費など）

◆主な事業
・除排雪対策費　2 億 9,665 万円
・道路新設改良費　8,382 万円
　（町道郷柿沢・中江上線歩道新設工事費など）
・橋梁維持費　3,937 万円
・丸山総合公園管理費　1 億 262 万円
　（公園管理費、野球場外野フェンス更新など）
・若年・子育て世帯定住促進事業費　3,000 万円
・空き家対策事業費　862 万円

消防費　3億 950万円（2.7％） 教育費　11億 759万円（9.7％） 公債費　9億 1,649万円（8.1％）
消防活動や救急活動など 小中学校の運営、文化財保護、スポーツの振興など 町債（借金）の返済
◆主な事業
・常備消防費　2 億 7,183 万円
　（富山県東部消防組合負担金など）
・消防団運営費　3,018 万円

◆主な事業
・義務教育学校整備アドバイザリー業務　1,712 万円
・小中学校管理費　4 億 2,101 万円
・公民館管理運営費　9,491 万円
・図書館管理運営費　4,543 万円
・文化財保護調査費　3,050 万円
・北アルプス文化センター管理費　6,311 万円
・体育施設管理費　2,886 万円
・スポーツ振興費　2,035 万円
　（地域クラブ活動支援補助金など）

その他　2億 7,044万円（2.4％）
議会費、労働費、災害復旧費
◆主な事業
・文化研修センター管理運営費　849 万円
・林道災害復旧事業費　１億 3,211 万円

特別会計
区分 歳入 歳出 差引

墓地公園事業 1,523 万円 990 万円 533 万円

地域開発事業 1 億 394 万円 1 億 180 万円 214 万円

後期高齢者医療事業 7 億 6,367 万円 7 億 5,463 万円 904 万円

国民健康保険事業 16 億 8,164 万円 16 億 4,149 万円 4,015 万円

合計 25 億 6,448 万円 25 億 782 万円 5,666 万円

　令和７年度の特別会計では、前
年度と比較して、大坪地域工業団
地造成事業の用地購入費が皆減と
なったことにより地域開発事業特
別会計で減、後期高齢者医療事業
特別会計で増、医療給付費等の減
に伴い国民健康保険事業特別会計
で減となりました。

企業会計
下水道事業 区分 収入 支出 差引

収益的収支 4 億 4,781 万円 3 億 5,608 万円 9,173 万円

資本的収支 1 億 4,554 万円 3 億 2,177 万円 △ 1 億 7,623 万円

※収益的収支は、消費税を除いています。

　令和 7 年度の決算については、
収支差引 9,173 万円の黒字となり
ました。



町有財産（令和７年度末現在高）

区分 土地 建物 有価証券 出資証書等
一般会計 100 万 3,417 ㎡ 12 万 6,931 ㎡ 3 億 7,540 万円 3,640 万円
特別会計 5 万 5,358 ㎡ 14 ㎡ ー ー
企業会計 5 万 565 ㎡ 2 万 846 ㎡ ー ー

合計 110 万 9,340 ㎡ 14 万 7,791 ㎡ 3 億 7,540 万円 3,640 万円

区分 現在高 前年度末現在高
一般会計 65 億 1,856 万円 68 億 9,719 万円
特別会計 3 億 4,280 万円 2 億 5,946 万円
企業会計 54 億 1,055 万円 58 億 1,444 万円

合計 122 億 7,191 万円 129 億 7,109 万円

町債（令和７年度末現在高） 基金（令和７年度末現在高）

区分 現在高 前年度末現在高
一般会計 36 億 1,515 万円 35 億 4,594 万円
特別会計 4 億 111 万円 4 億 77 万円
企業会計 3,881 万円 3,878 万円

合計 40 億 5,507 万円 39 億 8,549 万円

病院事業

　令和７年度決算については、入
院収益の増などにより、収益全体
では増となったものの、給与改定
などによる給与費の大幅な増によ
り、費用全体でも増となったこと
から、収支差引２億 3,013 万円の
赤字となりました。

区分 収入 支出 差引
収益的収支 40 億 4,998 万円 42 億 8,011 万円 △ 2 億 3,013 万円

資本的収支 3 億 727 万円 5 億 8,546 万円 △ 2 億 7,819 万円

※収益的収支は、消費税を除いています。

◆事業の概況

給水戸数 7,571 戸
（対前年度比 +10 戸）

年間総配水量
（水源地から送出された水量）

212 万 9,406 ㎥
（対前年度比△ 4.5％）

給水人口 1 万 6,830 人
（対前年度比 △ 174 人）

年間有収水量
（水道料金の対象となる水量）

179 万 3,654 ㎥
（対前年度比 △ 0.6％）

１戸当たりの１か月
使用水量（事業所などを含む） 20 ㎥

水道事業

　令和 7 年度の決算については、
収支差引 2,916 万円の黒字となり
ました。

区分 収入 支出 差引
収益的収支 3 億 6,939 万円 3 億 4,023 万円 2,916 万円

資本的収支 2 億 1,615 万円 3 億 9,694 万円 △ 1 億 8,079 万円

※収益的収支は、消費税を除いています。

◆事業の概況
入院 外来

延べ患者数 5 万 2,011 人（対前年比△ 0.4％） 9 万 5,018 人（対前年比△ 1.0％）

上位５科目

①内科 2 万 9,764 人 ①内科 3 万 9,844 人

②神経精神科 1 万 255 人 ②整形外科 1 万 9,535 人

③整形外科 9,740 人 ③神経精神科 8,830 人

④外科 1,964 人 ④眼科 5,453 人

⑤眼科 152 人 ⑤小児科 3,700 人


